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根拠法令

事務費補助金

事業費補助金 委託料 4,000
国 子育て世帯への臨時特別給付金給付 4,165 扶助費 1,250,000

区分 金額
国 子育て世帯への臨時特別給付金給付 1,250,000 需用費 165

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　子育て世帯への臨時特別給付金について、給付額を5
万円から10万円に増額の上、現金での一括支給を行う
もの。

【補正の理由】
　給付金について、10万円に増額した上で年内に一括
支給を開始するため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
・給付金　50千円×25,000人　　1,250,000千円
・事務経費　　　　　　　　　　　　4,165千円
・支給額　対象児童一人につき10万円
・支給日
　(1)児童手当受給者（公務員以外のかた）
　　令和3年12月27日
　(2)上記(1)以外のかた
　　令和4年1月下旬以降
　　※(1)は申請不要、(2)は申請必要

財源 財源名 金額

1,254,165 2,520,133 1,254,165
子育て世帯への臨時特別給
付金事業

こども支援
課

民生費 児童福祉費
子ども・子
育て支援費

1,265,968

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

支援補助金 役務費 666
扶助費 19,210

区分 金額
県 原油価格高騰に係る生活困窮世帯 9,605 需用費 44

10,315

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　原油価格高騰により家計への影響を受けている一定
の基準世帯に対して、灯油等購入支援一時金を給付す
る。

（給付対象世帯）
・生活保護世帯（在宅者に限る）
・児童扶養手当受給世帯
・特別児童扶養手当受給世帯
・特別障害者手当受給世帯
・障害児福祉手当受給世帯
・経過的福祉手当受給世帯

【補正の理由】
　灯油の価格上昇による家計への負担軽減を図るた
め、予算を計上し対応するもの。

【内容】
・事務費　　　　　　　　　　　　 710千円
・灯油等購入支援一時金
　　5千円×3,842世帯(見込)　　19,210千円

財源 財源名 金額

19,920 19,920 9,605
原油価格高騰に伴う生活支
援事業

補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

福祉課 民生費 社会福祉費
社会福祉総
務費
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事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

公衆浴場確保対策事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

2,692 420 3,112 210 210

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
【事業の概要】
　物価統制令により入浴料金の統制を受けており、原
油価格高騰分の経費を入浴料金に転嫁できず、経営の
圧迫を受けている公衆浴場を運営する者に対し、従来
からの運営費助成に加え、燃料費等を臨時的に支援す
る。

【補正の理由】
　公衆浴場運営事業者に対し、原油価格高騰に伴う経
費を助成し、公衆浴場の適切な管理運営を図るため、
予算を補正し対応するもの。

【内容】
　公衆浴場確保対策費補助金
　10,000ℓ（上限）×21円×2事業者＝420,000円
　（令和3年9月のA重油価格80.9円/ℓ－令和2年度平均
値59.2円/ℓ＝21円）
　※1事業者は電気式給湯のため対象外

財源 財源名 金額 区分 金額
県 公衆浴場確保対策事業費補助金 210 負担金補助 420

及び交付金

根拠法令  公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律


